
上記の事項につきましては、法令および当社定款第16条の規定に
基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
https://www.propertyagent.co.jp/ir/）に掲載することにより
株主のみなさまに提供しております。

第19回定時株主総会招集ご通知に関しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
連 結 注 記 表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表

(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)

プロパティエージェント株式会社



(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 609,356 559,356 5,898,598 △502 7,066,808
当期変動額

新株の発行
（新株予約権の行使） 6,763 6,763 13,526

剰余金の配当 △189,199 △189,199
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,217,053 1,217,053
連結及び持分法の適用
範囲の変動 △19,288 △19,288
連結子会社の増資によ
る持分の増減 △31,895 △31,895
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 6,763 △25,132 1,008,564 － 990,195
当期末残高 616,119 534,223 6,907,163 △502 8,057,003

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券評価

差額金
その他の包括利益

累計額合計
当期首残高 74,519 74,519 9,065 － 7,150,392
当期変動額

新株の発行
（新株予約権の行使） 13,526

剰余金の配当 △189,199
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,217,053
連結及び持分法の適用
範囲の変動 △19,288
連結子会社の増資によ
る持分の増減 △31,895
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 6,928 6,928 △1,764 74,683 79,847

当期変動額合計 6,928 6,928 △1,764 74,683 1,070,043
当期末残高 81,447 81,447 7,301 74,683 8,220,436

連結株主資本等変動計算書

(単位：千円)
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（１）連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
・連結子会社の数 ３社
・連結子会社の名称 DXYZ株式会社、アヴァント株式会社、バーナーズ株式会社

（２）連結の範囲または持分法の適用の範囲の変更に関する事項
アヴァント株式会社は当連結会計年度に子会社化したため、当連結会
計年度より連結の範囲に含めることとしております。
バーナーズ株式会社は新たに設立したため、当連結会計年度より連結
の範囲に含めることとしております。

（３）連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度末日は、連結決算日と一致しております。

（４）会計方針に関する事項
・資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第
２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に
規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎と
し、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品、仕掛品 個別法による原価法（連結貸借対照表計上額は収益性の低下に基

づく簿価切り下げの方法により算定）
販売用不動産、仕掛販売用不動産 個別法による原価法（連結貸借対照表計上額は収益性の低下に基

づく簿価切り下げの方法により算定）
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・固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 定率法

（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及
び構築物については定額法）

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８～39年
構築物 30～38年
車両運搬具 ６年
工具、器具及び備品 ４～15年

無形固定資産 定額法
　なお、自社利用ソフトウェアについては、見込利用期間（５年）に基づく定額法によっております。

・引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、当連結会計年度における支給見
込額に基づき計上しております。

役員賞与引当金 役員の賞与支給に備えるため、当連結会計年度における支給見込
額に基づき計上しております。

アフターコスト引当金 当連結会計年度末までに販売した中古物件に係るアフターコスト
に備えるため、個別物件に係る必要額を計上しております。

・収益及び費用の計上基準
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）及び「収益認識に関する会
計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2020年３月31日）を適用しており、約束した財又
はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収
益を認識しております。
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、収益認識に関する注
記に記載のとおりであります。

－ 3 －



・その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は当連結会計年度の

費用として処理しております。

のれんの償却方法及び償却期間 のれんの効果の発現する期間を合理的に見積り、当該期間（10
年）にわたり均等償却しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
・収益認識に関する会計基準等の適用
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。なお、収益認識会計基
準等の適用による当連結会計年度の損益に与える影響はありません。

・時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企
業会計基準第10号2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め
る新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結計算書類に与える影響はありま
せん。また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記
を行うことといたしました。
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３．会計上の見積りに関する注記
DX不動産事業に関する販売用不動産及び仕掛販売用不動産の評価

（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
売上原価 1,136　千円
販売用不動産 9,427,375　千円
仕掛販売用不動産 12,511,023　千円

（２）連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①算出方法

個別棚卸資産ごと、販売見込額から販売直接費を控除した金額を正味売却価額として、簿価と比較し、正味
売却価額の方が小さい場合に、簿価を正味売却価額まで切り下げております。

②主要な仮定
見込販売額は、主に以下の二つの方法から見積っております。
・収益不動産：周辺相場賃料もしくは現行賃料を周辺販売相場利回りで割戻す方法
・実需不動産：周辺販売相場に基づく単位面積当たり販売価格に実際面積を乗じる方法

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
主要な仮定は、全て周辺相場による数値となっているため、相場が変動することにより、正味売却価額も変
動することとなります。
これによって、見積りと将来の結果が異なる可能性があります。
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現 金 及 び 預 金 20,000 千円
販 売 用 不 動 産 3,158,789 千円
仕 掛 販 売 用 不 動 産 10,903,352 千円

計 14,082,141 千円

短 期 借 入 金 2,513,410 千円
１年内返済予定長期借入金 1,551,200 千円
長 期 借 入 金 9,906,846 千円

計 13,971,456 千円

４．連結貸借対照表に関する注記
（１）担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産

②担保に係る債務

（２）有形固定資産の減価償却累計額 67,619　千円
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決議 株式の種類
配当金
の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年６月25日
定時株主総会 普通株式 189,199 利益剰余金 26.00 2021年３月31日 2021年６月28日

決議 株式の種類
配当金
の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年６月28日
定時株主総会 普通株式 197,286 利益剰余金 27.00 2022年３月31日 2022年６月29日

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（１）当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 7,307,600株

（２）配当に関する事項
①配当金支払額

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（３）当連結会計年度の末日における株式引受権に係る当該株式会社の株式の数
　該当事項はありません。

（４）当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数
①第１回新株予約権（2014年11月14日決議分）

普通株式 34,800株
②第２回新株予約権（2017年12月１日決議分）

普通株式 29,800株
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連結貸借対照表計上額
（千円）
（＊１）

時価
（千円）
（＊１）

差額
（千円）

（１）売掛金 176,710 176,710 －
（２）投資有価証券 202,394 202,394 －
（３）買掛金 (1,172,402) (1,172,402) －
（４）短期借入金 (4,272,292) (4,272,292) －
（５）社債（＊２） (1,238,000) (1,234,410) △3,589
（６）長期借入金（＊３） (14,547,953) (14,533,990) △13,962

６．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

　当社グループは資金運用については原則として短期的な預金等に限定し、資金調達については主に銀行借
入による方針であります。また、デリバティブ取引については行わない方針であります。
　借入金は、主に営業活動に必要な資金の調達を目的としたものであり、長期借入金の金利変動リスクにつ
いては、変動性の低い金利にて調達し、分割弁済によりその影響をさらに緩和する方針であります。

（２）金融商品の時価等に関する事項
　2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りでありま
す。なお、市場価格のない非上場株式（連結貸借対照表計上額215,284千円）及び投資事業有限責任組合へ
の出資（連結貸借対照表計上額84,685千円）は、「（２）投資有価証券」には含めておりません。また、
現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、注記
を省略しております。

（＊１）負債に計上されているものについては、(　)で示しております。
（＊２）１年内償還予定の社債を含めて表示しております。
（＊３）１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券

株式 202,394 － － 202,394

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

売掛金 － 176,710 － 176,710
買掛金 － 1,172,402 － 1,172,402
短期借入金 － 4,272,292 － 4,272,292
社債 － 1,234,410 － 1,234,410
長期借入金 － 14,533,990 － 14,533,990

（３）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
レベル１の時価：
　同一の資産または負債の活発な市場における相場価格により算定した時価
レベル２の時価：
　レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットにより算定した価格
レベル３の時価：
　重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

　①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

　②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）
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（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。

売掛金、買掛金、短期借入金
　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられ、レベル２の時価に
分類しております。

社債
　当社の発行する社債の時価は、償還予定額及び社債利息の合計額と、当該社債の残存期間及び信用
スプレッドを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類して
おります。

長期借入金
　元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用スプレッドを加味した利率を基に、割引現在価値
法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。
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報告セグメント 合計
DX不動産事業 DX推進事業

不動産販売関連 25,321,027 － 25,321,027

ソフトウェア開発関連 － 715,716 715,716

その他 538,288 8,450 546,738

顧客との契約から生じる収益（注） 25,859,315 724,166 26,583,482

その他の収益 8,602,696 － 8,602,696

外部顧客への売上高 34,462,012 724,166 35,186,178

７．収益認識に関する注記
（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

（注）セグメント間の内部取引控除後の金額を表示しております。
また、日本公認会計士協会会計制度委員会報告第15号「特別目的会社を活用した不動産の流動化
に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」の対象となる不動産等の譲渡は収益認識会計基準の
適用外となるため、上記金額には含めておりません。

（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　当社グループはDX不動産事業における不動産の販売及びDX推進事業のソフトウェア開発における役務提
供を主な事業としております。不動産の販売については、その引渡時点において顧客が不動産に対する支配
を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、不動産の引渡時点で収益を認識しております。
ソフトウェア開発における役務提供については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づ
き収益を一定の期間にわたり認識しております。なお、合理的な進捗度の見積りができない場合、進捗分に
係る費用を回収できるものについては、原価回収基準に基づいて収益を認識しております。また、契約にお
ける取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い場合は、顧客による
検収が完了した時点で収益を認識しております。
　また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品、値引き及び割戻し等を控除した金額で測定
しております。
　取引の対価は履行義務を充足してから1年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。
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当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権 176,710　千円

契約負債 84,037

（３）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約負債の残高等
　契約負債は主に、不動産の引渡前に顧客から受け取った対価であり、連結貸借対照表上、流動負債のその
他に含まれております。
　顧客との契約から生じた債権及び契約負債は以下のとおりであります。

　当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれている金額に重要性は
ありません。

②残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループは、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予想
される契約期間が１年以内の契約については注記の対象に含めておりません。

８．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,113円80銭
１株当たり当期純利益 166円82銭

９．その他の注記
（企業結合等関係）
取得による企業結合
１．企業結合の概要
（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　アヴァント株式会社
事業の内容　　　　　システム受託開発事業

（2）企業結合を行った主な理由
アヴァント株式会社の強みであるクラウド上で小さな機能を小回りよく開発し導入する「スモール 
SI」のノウハウが、当社グループが今後注力する領域と考えているDX事業領域において、シナジー
を大きく発揮すると考えられ、スピード感を持ってこの事業を展開していくため。

（3）企業結合日
2021年７月１日

（4）企業結合の法的形式
現金を対価とした株式取得
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企業結合直前に所有していたアヴァント株式会社
の普通株式の企業結合日における時価

51,118千円

追加取得した普通株式の対価 現金及び預金 69,743千円
取得原価 120,862千円

流動資産 515,091  千円
固定資産 32,619
資産合計 547,710
流動負債 146,850
固定負債 339,558
負債合計 486,408

（5）結合後企業の名称
変更はありません。

（6）取得した議決権比率
50.4％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社がアヴァント株式会社の第三者割当有償増資を引受けたことによるものであります。

２．連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2021年７月１日から2022年３月31日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．主要な取得関連費用の内容及び金額
デューデリジェンスに対する報酬・手数料等　6,373千円

５．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額
段階取得差益　16,019千円

６．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
（1）発生したのれんの金額

89,958千円
（2）発生原因

主としてアヴァント株式会社がDX推進事業を展開するにあたって確保している人材によって期待
される超過収益力であります。

（3）償却方法及び償却期間
10年間にわたる均等償却

７．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

８．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に
及ぼす影響の概算額及びその算定方法

当該影響の概算額の重要性が乏しいため記載を省略しております。
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取得の対価 現金及び預金 156,526千円
取得原価 156,526千円

共通支配下の取引等
子会社株式の追加取得
１．取引の概要
（１）結合当事企業の名称及びその事業の内容

アヴァント株式会社（システム受託開発事業）
（２）企業結合日

2021年７月１日
（３）企業結合の法的形式

第三者割当増資
（４）結合後企業の名称

変更はありません。
（５）その他取引の概要に関する事項

当社の持分比率を引き上げることによりグループ経営の強化を図り、これまで以上にグループ一体
となってDX推進事業を拡大していくことを目的として追加取得したものであります。

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に
基づき、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

３．子会社株式を追加取得した場合に掲げる事項
（１）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項
（１）資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得
（２）非支配株主との取引によって減少した資本剰余金の金額

32,681千円
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(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 609,356 559,356 559,356 30,936 5,878,444 5,909,380
当期変動額

新株の発行
（新株予約権の行使） 6,763 6,763 6,763

剰余金の配当 △189,199 △189,199
当期純利益 1,242,811 1,242,811
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 6,763 6,763 6,763 ― 1,053,611 1,053,611
当期末残高 616,119 566,119 566,119 30,936 6,932,056 6,962,992

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 △502 7,077,590 74,519 74,519 9,065 7,161,175
当期変動額

新株の発行
（新株予約権の行使） 13,526 13,526

剰余金の配当 △189,199 △189,199
当期純利益 1,242,811 1,242,811
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 6,928 6,928 △1,764 5,164

当期変動額合計 ― 1,067,138 6,928 6,928 △1,764 1,072,302
当期末残高 △502 8,144,728 81,447 81,447 7,301 8,233,477

株主資本等変動計算書

(単位：千円)
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第
２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に
規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎と
し、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

②棚卸資産の評価基準及び評価方法
販売用不動産、仕掛販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切り下げの方法により算定）

（２）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産 定率法

（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及
び構築物については定額法）

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８～39年
構築物 30～38年
車両運搬具 ６年
工具、器具及び備品 ５～８年

②無形固定資産 定額法
　なお、自社利用ソフトウェアについては、見込利用期間（５年）に基づく定額法によっております。
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（３）引当金の計上基準
①貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、当事業年度における支給見込額
に基づき計上しております。

③役員賞与引当金 役員の賞与支給に備えるため、当事業年度における支給見込額に
基づき計上しております。

④アフターコスト引当金 当事業年度末までに販売した中古物件に係るアフターコストに備
えるため、個別物件に係る必要額を計上しております。

（４）収益及び費用の計上基準
　当社はDX不動産事業における不動産の販売を主な事業とし、不動産の販売については、その引渡時点に
おいて顧客が不動産に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、不動産の引渡
時点で収益を認識しております。
　また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品、値引き及び割戻し等を控除した金額で測定
しております。
　取引の対価は履行義務を充足してから1年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は当事業年度の費用

として処理しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
・収益認識に関する会計基準等の適用
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は
サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。なお、収益認識会計基準等
の適用による当事業年度の損益に与える影響はありません。

・時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会
計基準第10号2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新
たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類に与える影響はありません。
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現 金 及 び 預 金 20,000 千円
販 売 用 不 動 産 3,158,789 千円
仕 掛 販 売 用 不 動 産 10,903,352 千円

計 14,082,141 千円

短 期 借 入 金 2,513,410 千円
１年内返済予定長期借入金 1,551,200 千円
長 期 借 入 金 9,906,846 千円

計 13,971,456 千円

３．会計上の見積りに関する注記

　DX不動産事業に関する販売用不動産及び仕掛販売用不動産の評価
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

売上原価 1,136　千円
販売用不動産 9,427,375　千円
仕掛販売用不動産 12,511,023　千円

（２）計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　連結注記表に記載されている内容と同一のため、記載を省略しております。

４．貸借対照表に関する注記
（１）担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産

②担保に係る債務

（２）有形固定資産の減価償却累計額 65,472　千円

（３）関係会社に対する金銭債権、債務
短期貸付金 54,000　千円
買掛金 9,433　千円
未払金 3,025　千円
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５．損益計算書に関する注記
（１）関係会社との取引高

売上高 61,848　千円
売上原価 74,410　千円
販売費及び一般管理費 13,208　千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
（１）当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 688株

（２）当事業年度の末日における株式引受権に係る当該株式会社の株式の数
　該当事項はありません。
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繰延税金資産
貸倒引当金 47,392 千円
保有販売用不動産 26,109 千円
未払事業税 24,996 千円
賞与引当金 14,792 千円
アフターコスト引当金 14,552 千円
棚卸資産評価損 8,920 千円
減価償却超過額 4,059 千円
敷金償却 2,438 千円
その他 24,645 千円
繰延税金資産合計 167,908 千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △35,946 千円
繰延税金負債合計 △35,946 千円

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類
会社等の

名称
又は氏名

議決権等の所有
（被所有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引
内容

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)

役 員 及 び
そ の 近 親
者 が 議 決
権 の 過 半
数 を 所 有
し て い る
会社等

アールジェイ
ピー株式会社
（注）１

－ 役員の兼任

不 動 産 の
売 却 及 び
管理
（注）２

186,319 預り金 216

８．関連当事者との取引に関する注記
　役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．当社代表取締役社長中西聖氏が直接保有しております。
　　　２．取引にあたっては、市場価格を勘案の上、当社の他の一般の取引条件と同様に決定しておりま

す。
　　　３．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

９．収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表　７．収益認識に関す
る注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,125円81銭
１株当たり当期純利益 170円35銭
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